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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

総括・分担研究報告書 

 

外国人患者の効果的な受入環境整備に向けた研究 
 

     研究代表者 北川 雄光   慶應義塾大学医学部（教授） 

研究分担者 八木 洋    慶應義塾大学医学部（専任講師）   

        研究分担者 岡村 世里奈  国際医療福祉大学大学院（准教授）

A.研究目的 
 本研究は、外国人患者の効果的な受入れ環境の

整備の在り方を明らかにすることを目的として実

施した３か年の研究の３年目である。 

 １年目 1)は、外国人患者の受入れに関する実態

を把握するため、「拠点的な医療機関における外

国人患者受入体制整備状況に関する実態調査」お

よび「JMIP 病院の医師ならびに在留外国人患者を

対象としたアンケート調査」を実施した。その結

果、特に観光や業務等で日本を訪問中に急な体調

不良により医療機関を受診する外国人患者（以下、

単に「訪日外国人患者」という。）への対応、特

に医療費の請求・支払いに関する対応に多くの医

療機関が苦慮していることが明らかとなった。 

 そこで２年目 2)は、この課題に対する適切な対

応策の検討を目的として、①「外国人患者の医療

費に関するキャッシュレス導入の効果および課題

等に関するインタビュー調査」、②「外国人旅行
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者に対する民間医療保険加入義務化に関する国際

動向調査」、③当該分野で先進的な取り組みを行

っている英国およびタイにおける文献調査および

現地調査を行った。 

 そこで最終年となる本年は、外国人患者の受入

れにおいて医療機関のみならず都道府県の果たす

役割が極めて重要であるとの観点から、①「全国

47 都道府県における外国人患者受入れに係る医療

施策の取組状況に関するアンケート調査」を実施

するとともに、今後の日本における制度設計の検

討に資する知見を収集する目的で、前年度に引き

続き②「外国人旅行者に対する民間医療保険加入

義務化に関する国際動向調査」を行った。さらに、

これまでの研究成果を踏まえ、医療機関が訪日外

国人患者を円滑に受け入れるために必要な知識や

留意点を体系的に整理した③「医療機関のための

訪日外国人患者受入れ入門ガイドブック」の作成

を行うことによって、外国人患者の効果的な受入

れ環境の整備の在り方を明らかにすることを目的

とした。 

 

B.研究方法 
１．全国 47 都道府県における外国人患者受入れ体

制整備の取組状況に関するアンケート調査 

調査の実施期間は 2024年８月から 10月に

かけてであり、質問票は研究班において作成した。

調査はオンライン形式で実施し、各都道府県の衛

生主管部（局）宛に、厚生労働省を通じて、アン

ケート回答用 URL および QR コードを記載した依頼

状をメールで送付する形で配布した。結果として、

全 47都道府県より回答が得られ、回収率は 100%で

あった。 

 質問項目は、「外国人患者を受け入れる拠点的

な医療機関の選定状況」「公募実施や周知方法の

詳細」「選定された医療機関への支援策の有無」

「地域協議会等の設置・運営状況」「未収金補填

措置の実施状況」「地方自治体向けマニュアルの

活用状況」「今後の外国人患者受入れに関する課

題や国への要望」等、多岐にわたる内容で構成さ

れており、外国人患者対応における都道府県の取

り組みの現状と課題を包括的に捉えることができ

るよう設計した（別添資料１参照）。 

 収集した回答結果については、各設問に対する

単純集計を行い、都道府県ごとの傾向や全体傾向

を分析した。 

 

２．外国人旅行者に対する民間医療保険加入義務

化に関する国際動向調査 

 本調査は、2024 年 11 月から 2025 年 1 月にかけ

て実施した。昨年度の調査においては、すでにシ

ェンゲン協定加盟国をはじめ、キューバ、カター

ル、サウジアラビア、ドバイにおいて、すべてま

たは一部の外国人旅行者に対して民間医療保険へ

の加入が入国条件として義務付けられていること

が確認されていた。これを踏まえ、本年度は、こ

れらの国・地域における保険加入義務の適用対象、

免除要件、求められる保険の内容、現地での運用

実態等について、各国政府や関連機関の公式情報

等を用いたデスクトップ調査を実施した。 

 得られた調査結果については、各国ごとに制度

の特徴を整理するとともに、共通点および相違点

を明確化したうえで、日本において民間医療保険

の義務化を検討する際の参考となる実務的知見の

収集を行った。 

 
３．医療機関が訪日外国人患者を円滑に受け入れ

るために必要な知識や留意点の整理及び当該内容

を体系的に整理した「医療機関のための訪日外国

人患者受入れ入門ガイドブック」の作成 

 本調査は、2024 年 10 月から 2025 年２月にかけ

て実施した。これまでの１年目および２年目の研

究成果に加え、研究班が 2024 年度に実施した厚生

労働省科学特別研究「救急医療機関における訪日

外国人患者の未収金の実態把握と防止策検討のた

めの研究」の成果も参考としながら、医療機関が

訪日外国人患者を受け入れる際に必要となる知識

や留意点を整理し、体系的にまとめることを目的

とした。 

 具体的には、これまでに行った国内外の文献調

査、医療機関への実態調査、関係機関へのヒアリ

ング調査、医療費・保険制度に関する制度調査等

の成果を基礎とし、医療現場で対応が求められる

重要な観点を抽出・整理したうえで、それらを実

践的な形式で提示する入門ガイドブックの構成・

編集作業を行った。 

 

C.研究結果 
１． 全国 47 都道府県における外国人患者受入れ

体制整備の取組状況に関するアンケート調査 

（１）「拠点的な医療機関等の選定について」 

①公募の実施状況 

 拠点的医療機関等の数を尋ねたところ、表１の

とおりであった。そこで、拠点的医療機関等の選

定をめぐる状況について明らかにするため、まず、

拠点的な医療機関を更新するために定期的に公募

を行っているかどうか尋ねてみたところ、図１の
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とおり、「初回しか公募は行っていない」と回答

した都道府県が 21 件（44.6％）と最も多く、次い

で「定期的に公募を行っている」が 13 件

（29.8％）、「不定期に行っている」が８件

（17.0％）、「その他」が３件（6.4％）、「わか

らない」が２件（4.3%）であった。 

 また、当該公募に関してはどのような周知活動

を行ったか尋ねたところ、図２のとおり、「都道

府県内の医療機関への個別の周知」と回答した都

道府県が 32 件（68.0％）と最も多く、次いで「都

道府県医師会等の医療団体への周知」が 20 件

（42.6％）、「都道府県ホームページへの掲載」

が 19 件（40.4％）であった。また、「特に周知活

動はしていない」との回答も 3 件（6.4％）あった。

「わからない」ならびに「その他」はそれぞれ０

件（0.0%）であった。 

 

②申請を募る際に苦労している点 

 医療機関からの申請を募る際に苦慮した点につ

いて自由回答方式で尋ねたところ、５つの都道府

県から回答が得られた。そこでこれらの内容を分

類したところ、表２のとおり、1)医療機関の負担

感（例：「外国人患者が殺到し、通常診療に支障

が出ることへの懸念」）、2)制度の分かりにくさ

（例：「『拠点的な医療機関』と『適格な医療機

関』の区別が分かりにくい」）、3)医療機関の応

募意欲・体制体制の不足（例：「応募自体が少な

く、体制が整っておらず辞退されることがあ

る」）、4)事務手続き上の負担（例：「書類不備

や郵送作業が煩雑である」）の４つに分類するこ

とができた。 

 

③現在の拠点的な医療機関等の数の適切性 

 現在選定している拠点的な医療機関数が、外国

人患者の受入体制整備において適切かどうかを尋

ねたところ、図３のとおり、「確保できていると

思う」と回答した都道府県が 10 件(21.3%)、「ど

ちらかというと確保できていると思う」が 15 件

（31.8%）、「どちらかというと確保できていない

と思う」が４件（8.5%）、「確保できていないと

思う」が３件(6.4%)、「わからない」が 13 件

(27.7%)、「その他」が２件(4.3%)であった。 

 

④今後の拠点的な医療機関数の拡充の必要性 

今後、拠点的な医療機関数を増やす必要がある

かについて尋ねたところ、図４のとおり、「増や

す必要がある」と回答した都道府県が 19 件

（ 40.4％）、「増やす必要がない」が 10 件

（21.3％）、「わからない」が 16 件（34.0％）、

「その他」が２件(4.3%)であった。 

 

⑤拠点的な医療機関等に対する支援・研修の実施

状況 

 拠点的な医療機関を対象とした支援・研修の実

施状況について尋ねたところ、図５のとおり、

「行っている」との回答が 8 件（17.0％）、「行

っていない」が 38 件（80.9％）、「わからない」

が 1 件（2.1％）であった。そこで「行っている」

と回答した都道府県に対して、その具体的な内容

について尋ねたところ、表３のとおり、３つの都

道府県から自由回答があり、電話医療通訳サービ

スの提供と研修会の開催や、通訳機能を備えたタ

ブレット端末への補助、医療通訳者の雇用やサー

ビス導入に対する補助など、通訳関連の支援や研

修を主に行っていることが明らかとなった。 

⑥国への要望 

 都道府県に対して自由回答方式で国への要望を

尋ねたところ、８つの都道府県から回答があった。

そこで、それらの回答を内容別に分類したところ、

表４のとおり、1)制度の明確化・定義の統一に関

する要望（例：「制度目的を明確に」「定義を一

本化してほしい」）、2)調査と情報共有に関する

要望（例：「調査結果を都道府県や医療機関別に

共有してほしい」）、3)公開情報の検索性の向上

に関する（例：「各医療機関の対応言語が分かる

ようにしてほしい）、4)拠点的な医療機関の支援

に関する要望（例：「拠点医療機関へのインセン

ティブが必要」）の４つに分類することができた。 

 

（２）地域における外国人患者受入れ体制整備等

を協議する場の設置・運営状況について 

①協議会の設置状況 

 協議会の設置状況について尋ねたところ、図６

のとおり、「設置している」と回答した都道府県

が 10 件（21.3％）、「設置に向けた検討・準備中

である」が２件(4.3%)、「設置していない」が 33

件（70.1%）、「わからない」が２件（4.3%）であ

った。 

 そこで「設置している」と回答した 10 都道府県

の協議会の概要について寄せられた情報等を基に

整理したところ、表５のとおりとなった。また、

「設置に向けた検討・準備中である」と回答した

都道府県に対して、苦心している点や困っている

点を尋ねたところ、特に自由回答はなかった。 

 
②協議会を設置していないまたは未検討の理由 

 一方、「設置していない」と回答した 33 都道府
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県に対してその理由を自由回答方式で尋ねたとこ

ろ、24 の都道府県から回答があった。その回答を

理由別に分類したところ、表６のとおり、1)既存

の他制度・会議体等で対応、2) 要望・必要性の欠

如、3)新型コロナの影響などによる設置の延期・

中断、4)他施策内で包括的に対応中、5)リソース

不足、の５つに分類することができた。 

 

③国への要望 

 また、地域における外国人患者受入れ体制整備

等を協議する場の設置・運営に関する国への要望

について自由回答方式で尋ねたところ、４つの都

道府県から回答があった。そこでこれらの回答を

内容別に分類したところ、表７のとおり、1)他県

事例の共有・参考情報の提供、2)全国統一システ

ムによる対応、3)協議会以外の柔軟な対応の許容

の３つに分類することができた。 

 
（３）外国人患者関連の医療機関向け未収金補填

措置の実施状況について 

①外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置

実施状況 

 外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置

実施の有無について尋ねたところ、図７のとおり、

「実施している」と回答した都道府県が９件

（19.1%）、「実施に向けた検討・準備中である」

が０件（0.0%）、「実施していない」が 35 件

（74.5%）、「わからない」が３件（6.4%）であっ

た。 

 そこで補填措置を実施している回答した９都道

府県の補填措置の概要を整理したところ、表８の

とおりとなった。 

 

②外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置

を導入する上での障壁 

 一方、「実施していない」と回答した 35 都道府

県に対して補填措置を導入する上での障壁につい

て自由回答方式で尋ねたところ、19 の都道府県か

ら回答があった。そこでこれらの回答を内容別に

分類したところ、表９のとおり、1)財源・予算の

確保困難、2)医療機関のニーズ・実態の把握不足、

3)制度設計の難しさ・未検討、4)補填対象の妥当

性に関する懸念、5)全国的事例の少なさ、の５つ

に分類することができた。 

 
③国への要望 

 また、国への要望について自由回答方式で尋ね

たところ、14 の都道府県から回答があった。そこ

で、これらの回答を内容別に分類したところ、表

10 のとおり、1)国による制度創設・補助制度の整

備、 

2)補助制度の対象拡大（救命救急センター以外の

医療機関を含む）、3)国による広域的・包括的対

応、4)制度の全国一律運用、の４つに分類するこ

とができた。 

 

（４）「地方自治体のための外国人患者受入環境

整備に関するマニュアル」の活用状況 

①マニュアルを活用した外国人患者の受入れ体制

整備の実施の有無 

 マニュアルを活用して外国人患者の受入れ体制

整備を行っているか尋ねたところ、図８のとおり、

「参考にして具体的な取り組みを行っている」と

回答した都道府県が７件（14.9%）、「読んだこと

はあるが、その内容にそった取り組みは特に行っ

ていない」が 20 件(42.5%)、「存在は知っている

が、読んだことはない」が５件（10.6%）、「存在

自体を知らなかった。」が 13 件（27.7%）、「そ

の他」が２件(4.3%)であった。 

 そこで「参考にして具体的な取り組みを行って

いる」と回答した７都道府県にその具体的な内容

を尋ねたところ、表 11 のとおり、1)通訳体制や機

器整備への補助・支援、2)マニュアルを参照した

協議会等での活用、3)マニュアル記載内容に沿っ

た施策の継続・拡充、 

4)意識啓発・研修、5)多機能的な支援拠点の整備

等に活かされていることが分かった。 

  

②マニュアルに沿った取り組みが行われていない

理由等 

 一方、「読んだことはあるが、その内容にそっ

た取り組みは特に行っていない」と回答した 20 都

道府県に対して自由回答方式でその理由を尋ねた

ところ、14 の都道府県から回答があった。そこで

これらの内容を理由別に分類したところ、表 12 の

とおり、1)要望・課題の不在／優先度の低さ、2)

現状・ニーズの把握不足、3)人員・体制の不足、

4)関係機関との調整・役割分担の難しさ、5)準備

中・今後の検討事項の５つに分類することができ

た。 

 また、「存在は知っているが、読んだことはな

い」と回答した５都道府県に対してその理由を自

由回答という形で尋ねたところ、読む時間が取れ

なかったという回答が３件、読む必要性を感じな

かったという回答が２件であった。 

 

③マニュアルに盛り込んでもらいたい内容や情報 
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 マニュアルに盛り込んでもらいたい内容や情報

について自由回答方式で尋ねたところ、1)国や都

道府県の取組状況を一覧表形式でわかるようにし

てほしい（実施事業、予算額、財源、実施年度、

実施内容の概要等）、2）都市部の事例が多いので

地方で参考にできる情報を充実してもらいたい、

3)毎年実施している実態調査の結果を踏まえた内

容にしてもらいたい、という３つの自由回答があ

った。 

 

（５）都道府県で実施している各種取り組みおよ

び今後の外国人患者の受入れ体制整備について 

①都道府県において実施している在留外国人・訪

日外国人の医療ニーズに対応するための取り組み

状況 

 都道府県で実施している在留外国人・訪日外国

人の医療ニーズに対応するための取り組みについ

て自由回答方式で尋ねたところ、16 の都道府県か

ら自由回答があった。そこでこれらを内容別に分

類したところ、表 13 のとおり、1)医療通訳関連

（通訳コールセンター、派遣、育成等）、2)多言

語情報提供・相談窓口の設置、3)医療機関に関す

る情報提供・リスト整備・HP 公開、4)体制整備支

援（補助・整備・研修など）が行われていること

がわかった。 

 

②外国人患者対応に関する医療機関向け支援策

（例：研修会等）の実施状況 

 また、外国人患者対応に関する医療機関向け支

援策（例：研修会等）の実施状況に自由回答方式

で尋ねたところ、医療機関を対象とした研修会や

セミナーを開催していると回答した都道府県が９

件、外国人患者対応ワンストップ窓口を設置して

いると回答した都道府県が 1件であった。 

 

③地方自治体における外国人患者の受入れ体制整

備についてのその他の意見や課題、国への要望 

 地方自治体における外国人患者の受入れ体制整

備についてのその他の意見や課題、国への要望に

ついて自由回答方式で尋ねたところ、７つの都道

府県から回答があった。これらの回答を内容別に

分類したところ、表 14 のとおり、1)ワンストップ

相談窓口の強化・全国整備、2)国による体制整

備・財政支援、3)ナビイ（医療情報ネット）等を

通じた情報提供の充実、4)医療費未収金・クレジ

ット決済等への支援の４つに分類することができ

た。 

 

２．外国人旅行者に対する民間医療保険加入義務

化に関する国際動向調査 

 本調査の結果、表 15 のとおり、シェンゲン協定

加盟国、キューバ、カタール、サウジアラビア、

ドバイにおいて、外国人旅行者全員若しくはその

一部に対して民間医療保険の加入を義務付けてい

ることが明らかとなった。それぞれの概要は以下

のとおりである。 

 

①シェンゲン協定加盟国                
 シェンゲン協定加盟国 29か国では、シェンゲン

ビザ制度に基づき、90 日以内の短期滞在ビザを申

請するすべての者に対し、事前の医療保険加入が

義務付けられている。この規定は、2009 年に欧州

議 会 お よ び 欧 州 理 事 会 に よ り 制 定 さ れ た

Regulation (EC) No 810/2009（通称「EUビザ規則

（Visa Code）」）3)に明記されており、特に第 15

条（Travel medical insurance）において、申請

者がシェンゲン領域全体で有効な旅行医療保険に

加入していることを証明する必要があると規定さ

れている。具体的には、緊急治療、入院、医療搬

送、死亡時の遺体送還などを含む補償が付帯され、

補償額は少なくとも 30,000 ユーロ（約 480 万円）

以上であることが求められる。これらの条件を満

たさない場合、原則としてビザは発給されない。 

 また、ビザ申請時に提出する保険証明書等の書

類の言語については、欧州委員会が発行する査証

手続の実務指針「ビザハンドブック（Visa Code 

Handbook）」（最新版：C(2024) 4319 final）4)に

おいて、「ビザ申請を受理する国の大使館または

領事館が理解できる言語で提示されるべきである」

と明記されている。 

さらに、フランスやドイツなど一部の加盟国で

は、保険内容の信頼性を確保する目的で、政府や

在外公館が指定または推奨する保険会社の利用を

求めている例もある。たとえば、在パキスタン・

フランス大使館では、ビザ申請者向けに「承認済

み保険会社リスト（List of Approved Travel 

Insurance Companies）」を公開しており、AXA 

Schengenや Allianz Travelなど、フランス政府が

要件を満たすと認めた保険会社が列挙されている
5)。 

 また、さらに、ビザコード第43条および第44条

においては、加盟国がビザ申請の受理業務を民間

事業者（ビザ申請受理代行事業者）に委託するこ

とが認められており、現在では VFS Global6)、

TLScontact7)、BLS International8)などの大手事

業者が、各国の大使館・領事館と提携して申請受

付業務を担っている。これらの事業者は、ビザ申
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請書類の初期審査、バイオメトリクス取得支援、

手数料の徴収に加えて、旅行医療保険に関する案

内・販売支援や、保険証明書の事前確認などの関

連業務も行っており、申請手続の円滑化と保険要

件の確実な充足に寄与している。 

 

②キューバ 

 キューバ共和国では、外国人旅行者に対する医

療保険加入を法的に義務化しており、その制度は

非常に強固かつ厳格に運用されている。同国では、

2010 年 5 月より、政府決定 No. 186（Decreto 

186/2010）9)に基づき、「観光、ビジネス、文化

交流、家族訪問などすべての渡航目的の訪問者に

対して、有効な医療保険への加入およびその証明

書の提示が入国条件である」と明記されている。 

 当該法令により、全ての外国人訪問者（長期滞

在者を含む）は、キューバ国内で医療サービスを

受ける場合に備え、キューバ政府が承認する医療

保険に加入していることを証明する必要がある。

通常は、母国であらかじめ国際民間医療保険に加

入し、その英語またはスペイン語で発行された保

険証書を空港到着時に提示する形となっているが、

提示できない場合や補償内容が基準に満たないと

判断された場合には、キューバ政府が唯一指定す

る ASISTUR S.A.（アシストゥール）社 10)の保険商

品へのその場での加入が義務付けられる。この保

険は、緊急治療、入院、搬送、死亡時の遺体送還

費用をカバーしており、近年では COVID-19 関連の

診療費用や検疫、隔離措置費用も補償内容に含ま

れている。 

 また、キューバでは医療費未払いに対して極め

て厳格な対応がとられており、未払いが判明した

場合には、出国時に空港で支払い完了が確認され

るまで出国を一時的に制限されることがあるとさ

れている。 

 

③カタール 

 カタール国では、2023 年 2 月 1 日より、すべて

の外国人訪問者に対して、滞在期間中に有効な医

療保険への加入が義務付けられている 11)。この制

度は、2021 年に施行された法律第 22 号（Law No. 

22 of 2021）に基づくもので、同法は、カタール

国内における保健医療サービスの提供および規制

に関する包括的な枠組みを定めるものである。か

かる医療保険義務化措置は、訪問者の医療アクセ

スを確保し、カタールの公的医療資源にかかる経

済的負担を回避することを目的として制度化され

ている。 

 この制度 12)の対象となるのは、観光ビザ、商用

ビザ、家族訪問ビザ、GCC 居住者ビザ、ハイヤカ

ード所持者、またはビザオンアライバルにより入

国するすべての訪問者であり、これらのビザを取

得または延長する際には、カタール保健省

（Ministry of Public Health）が承認した民間保

険会社を通じた医療保険の購入が必須とされる。   

医療保険は、ビザ申請プラットフォーム上から

直接オンラインで加入することも可能となってお

り、利便性の面でも配慮がなされている。 また、

例外的に保険加入義務の免除対象とされるカテゴ

リーも設けられており、たとえば、30 日以内の滞

在を目的とする短期ビザオンアライバル訪問者、

外交官、その家族や 16 歳未満の子ども、養護施設

入所者、拘留者、カタール人家庭における一定数

の家事労働者など、全部で 12 の例外カテゴリーが

法令上明記されている。 

 強制医療保険の標準的な保険パッケージは、月

額 50 QAR（約 1,000 円）の保険料で提供されてお

り、QAR150,000（約 5,870,000 円）までの医療補

償（入院・外来・救急搬送費用）に加え、COVID-

19 関連の治療・隔離費用（最大 QAR50,000、約

1,950,000 円）、緊 急時の搬 送費用（最 大

QAR35,000、約 1,360,000 円）、死亡時の遺体送還

費用（最大 QAR10,000、約 390,000円）などが含ま

れる。これらの補償は訪問者の滞在期間中に限っ

て適用されるものであり、保険料支払いと同時に

効力を発する。なお、カタール保健省に登録され

た保険会社の中には、標準パッケージに加えて、

上位の補償内容を提供するプランを用意している

ところもある。 

 

④サウジアラビア 

 サウジアラビアでは、2015 年に健康保険評議会

（Council of Health Insurance, CHI）の承認を

受けて制定された「Visitor Policy」（Session 

No. 99, Dated 21/7/1436 AH）13)を法的根拠とし

て、同国を訪問するすべての外国人に対して医療

保険の加入が義務付けられている。対象となるビ

ザの種類によって制度運用に差異が設けられてお

り、大きく次の 2 区分に分類される：①観光ビザ、

ウムラ（巡礼）ビザ、トランジットビザと、②ビ

ジネスビザ、家族訪問ビザ、個人訪問ビザである。 

 まず、観光ビザ・ウムラビザ・トランジットビ

ザの申請者については、ビザ申請時に医療保険が

自動的に付帯される仕組みが導入されている。具

体的には、申請者が eVisa ポータル 14)やウムラビ

ザ専用のオンライン申請システムからビザを申請

すると、そのプロセスの一環として、CHI が認可

する保険会社の中から自動的に 1 社が割り当てら



7 

 

れ、その保険に加入する形となる。申請者自身に

よる保険会社の選択や補償内容の確認手続きは不

要で、ビザ代金に医療保険料も含まれている。自

動付帯される標準的な保険には、①緊急医療費

（最大 100,000SR, 約 3,800,000円）、②診療・入

院・治療費、③緊急医療搬送、④死亡時の遺体送

還（最大 10,000SR, 約 380,000 円）などが含まれ

ており、保険は原則として、政府が指定する医療

機関でのみ有効である。入国審査や医療機関受診

時には、ビザ番号に紐付けされた保険情報に基づ

き、加入状況が確認される。 

 一方、ビジネスビザ、家族訪問ビザ、個人訪問

ビザを申請する者に対しては、個別に医療保険を

購入し、加入証明書を申請時に提出する義務があ

る。申請者は、CHI が認可する保険会社の一覧か

ら任意の会社を選び、オンラインまたは対面で適

切な旅行医療保険を購入し、その証明書（保険ポ

リシー）をビザ申請時に添付しなければならない。

補償内容は、自動付帯される標準保険と同等であ

る必要があり、特に補償金額、保険期間、対象と

なる医療サービス（緊急医療、入院、搬送、死亡

時の処置等）について明確に記載されていなけれ

ば、ビザ申請は受理されない可能性がある。した

がって、申請者には事前に CHI のサイトで最新の

保険会社情報や保険要件を確認することが推奨さ

れている。 

 また、CHI は公式ウェブサイト上に、訪問者向

け医療保険に関する詳細な指針および認可済み保

険会社の一覧を公開しており、これにより信頼性

の高い保険加入が制度的に担保されている。さら

に、旅行代理店や VFS Global、TASHEEL といった

政府認可のビザ申請受理代行業者を通じて申請す

る場合には、保険の手配も代理で行ってもらえる

サービスが整備されている。 

 

⑤ドバイ 

 アラブ首長国連邦（UAE）の一構成首長国である

ドバイの外国人訪問者向けの医療保険制度は、UAE

連邦法第 23号（Federal Law No. 23 of 2021）お

よびドバイ健康保険法（Dubai Health Insurance 

Law No. 11 of 2013）を法的根拠として制定され

ており 15)、これに基づき、外国人旅行者に対する

医療保険加入が制度的に求められている。また、

その具体的な運用は、連邦アイデンティティ・市

民権・港湾安全局（ICP）やドバイ健康局（DHA）

などの関連当局が発出する通達や指針に基づいて

いる 

 具体的には、短期観光ビザ（30日・60日・90日）

申請者に関しては、申請時に医療保険の自動付帯

が標準化されている。申請者は、ICP が運営する

オンライ ンビザ申請システム 「 ICP Smart 

Services」上で申請を行い 16)、ビザ申請料金に加

えて医療保険料（AED 40～90, 約 1,500～3,400円）

を支払うことで、UAE 政府承認の保険会社が提供

する旅行医療保険に自動的に加入する形となる。

この保険には、①緊急医療、②入院・治療、③緊

急時の医療搬送、④死亡時の遺体送還等の補償が

含まれており、ビザの有効期間中をカバーする。

さらに、政府認定の旅行代理店を通じた申請でも、

同様の保険が自動的に付帯されることが一般的で

ある。 

 一方、長期観光ビザ（5年間有効、1回最大90日

の滞在、延長可能）申請者については、申請者が

事前に UAE 政府の要件を満たす医療保険に加入し、

英文またはアラビア語による保険証書（PDF 形式）

をオンライン申請時に提出しなければならない 3)。

補償内容としては、最低 AED 150,000（約 600 万

円）以上の補償額が求められ、補償範囲には緊急

医療、入院、搬送、遺体送還等が含まれているこ

とが条件となる。特に、クレジットカード付帯保

険等は、補償内容の不十分さからビザ却下の対象

になることもあるため、ICPや DHAが承認した保険

会社の商品を選定する必要がある。なお、申請者

は、ICP Smart Services上で承認されている保険

会社 17)の中からオンラインで直接保険を購入する

ことが可能であり、長期観光ビザ申請者に対して

もスムーズな保険加入が行えるように制度設計さ

れている。 

 

３．医療機関が訪日外国人患者を円滑に受け入れ

るために必要な知識や留意点の整理及び当該内容

を体系的に整理した「医療機関のための訪日外国

人患者受入れ入門ガイドブック」の作成 

 本研究では、訪日外国人患者を円滑に受け入れ

るために医療機関が必要とする基本的知識や実務

上の留意点を整理し、それらを体系的に提示する

ための実践的ガイドとして、別添資料のような

「医療機関のための訪日外国人患者受入れ入門ガ

イドブック」（以下、本ガイドブック）を作成し

た。 

 本ガイドブックの作成にあたっては、これまで

の 1年目・2年目の研究成果に加え、令和 6年度に

研究班が実施した厚生労働省科学特別研究「救急

医療機関における訪日外国人患者の未収金の実態

把握と防止策検討のための研究」等の知見を参考

とした。また、国内外の関連文献調査、医療機

関・行政機関への実態調査やヒアリング調査、さ

らには保険制度・医療費制度に関する制度調査の
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成果を総合的に活用し、現場での実践に即した構

成を目指して編集作業を行った。 

 具体的には、第Ⅰ部では、訪日外国人患者の特

徴を踏まえた上での訪日外国人患者対応のポイン

トについて取り上げ、第Ⅱ部では持続可能で効率

的な自院の状況に応じた体制整備を進めるための

ポイントについて取り上げ、医療関係者が入手し

やすいように、厚生労働省、地方自治体、医療関

係団体等の関係機関のウェブサイトからオンライ

ンでダウンロード可能な A4 版の冊子として取りま

とめた。 

 

D.考察 
１．全国 47 都道府県における外国人患者受入れ体

制整備の取組状況に関するアンケート調査 

 今回のアンケート調査から、都道府県における

拠点的な医療機関の選定状況、外国人患者の受入

れ体制整備を協議・調整する場（協議会等）の設

置状況、未収金補填等の制度整備、さらに地域の

実情に即した支援施策の有無などにおいて、都道

府県間で大きな差異が生じていることが明らかと

なった。 

 この背景には、以下のような複合的な課題が存

在していると考えられる。第１に、地域ごとに訪

日外国人患者の状況や医療機関のニーズが異なる

中で、都道府県がそれらの「ニーズを把握できて

いない」ことがある。第２に、仮にニーズを認識

していたとしても、「それを具体的な施策へとつ

なげるための方策が明確でない」ことが指摘され

る。第３に、他の都道府県の先行的取組を知る機

会が乏しく、「参考事例等を把握できる情報源が

不足している」点も、都道府県の取り組みの停滞

に影響を及ぼしている。さらに第４に、「人員・

予算の不足」が多くの都道府県に共通する制約条

件として浮上しており、安定的・継続的な体制構

築の阻害要因となっている。第５に、自由記述回

答に見られたように、「協議会等の設置・運営に

関する柔軟性の欠如」や、「効率的な運営のため

のノウハウ・工夫が不足している」ことも、体制

整備のボトルネックとなっている。 

 以上を踏まえると、今後、都道府県が外国人患

者の効果的な受入れ環境整備を進めていくために

は、以下の３点が重要であると考えられる。 

 第１点目は、都道府県が地域の実態に即して主

体的に体制整備を進められるよう、「地方自治体

のための外国人患者受入環境整備に関するマニュ

アル」の内容をアップデート・拡充し、最新事例

や実践的工夫を反映させることである。これによ

り、医療機関等のニーズの把握や施策化の方法論

について、実務的な手引きが得られるようになる

ものと考えられる。 

 第２点目は、都道府県間の情報共有と相互学習

の仕組みを強化することである。例えば、厚生労

働省の補助事業の一つとして運営されているワン

ストップ情報サイト「外国人患者受入れ情報サイ

ト」18)では、地方自治体の関係者向け情報が用意

されている。そのため、こうした情報サイトにお

いて、各都道府県の取り組み状況や関連施策に関

する好事例等を積極的にアップデートし、各都道

府県の担当者が常に最新の情報を共有できるよう

にすることが有効と考えられる。 

 第３点目は、都道府県内における外国人患者の

受入環境整備に関する責任と役割を都道府県のみ

に委ねるのではなく、全国横断的に統一された枠

組みやシステムのほうが効果的と判断される領域

については、国による制度設計支援や国と都道府

県の役割分担の在り方についてあらためて検討し

てみることも重要と考えられる。 

 

２．外国人旅行者に対する民間医療保険加入義務

化に関する国際動向調査 

 本調査により、外国人旅行者に対して医療保険

の加入を義務付ける制度は複数の国・地域で導入

されているものの、その運用形態は一様ではなく、

多様な仕組みが採用されていることが明らかとな

った。 

 まず共通して見られる特徴としては、どの国に

おいても医療保険の「補償内容」に一定の基準が

設けられている点が挙げられる。たとえば、シェ

ンゲン協定加盟国においては、滞在期間をカバー

する最低 3 万ユーロ以上の補償額に加え、緊急治

療・緊急入院・遺体搬送費用等を補償範囲に含め

ることが求められている。 

 また、これらの国々の中には、保険加入の確実

性を高めるために、ビザ申請時に医療保険が自動

的に付帯する制度を導入している国も複数存在し

ていた。たとえば、サウジアラビアでは観光・ウ

ムラ・トランジットビザにおいて、申請時に保険

が自動的に付帯され、指定された CHI 認可保険会

社による補償が適用されている。また、ドバイに

おいても短期観光ビザ申請時に医療保険料を支払

うことで自動加入となるシステムが確立されてい

る。 

 さらに、保険の信頼性を担保するために、保険

会社にさまざまな条件を付けている国や地域も多

く見られた。また、事務的な効率化と確認体制の

強化を図るために、電子ビザ申請サイト上で保険
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も同時に購入できる仕組みを設けている国や、ビ

ザ申請受理代行事業者に申請書類の受付のほか、

保険販売や保険証明書の確認業務を担わせること

で、制度運用の合理化を図っているところもあっ

た。 

 こうした国際的な取り組みは、日本における制

度設計に対しても多くの示唆を与えるものと考え

られる。すなわち、外国人訪問者に対する民間医

療保険の加入義務化は、医療機関側の未収金リス

クの軽減のみならず、旅行者自身が安心して医療

を受けることができる環境整備にも寄与する可能

性がある。しかし義務化に関しては、人員配置や

事務処理負担、行政コストといった課題も顕在化

することが想定されるため、単に制度を導入する

のではなく、既存の行政・医療システムとの整合

性を確保しつつ、各国の先行事例を参考に、日本

の実情に即した制度設計を丁寧に検討していくこ

とが重要であると考えられる。 

 

３．医療機関が訪日外国人患者を円滑に受け入れ

るために必要な知識や留意点の整理及び当該内容

を体系的に整理した「医療機関のための訪日外国

人患者受入れ入門ガイドブック」の作成 

 今回作成したガイドブックは、訪日外国人患者

の受入れを初めて担う医療関係者に向けた入門的

資料として構成されたものであり、第Ⅰ部では、

訪日外国人患者の特徴を踏まえたうえで、診療時

に留意すべきポイントやコミュニケーションの工

夫を整理した。続く第Ⅱ部では、持続可能かつ効

率的に、自院の実情に応じた受入体制を整備して

いくための視点と実践的方策を提示している。 

 しかしながら、本ガイドブックの内容を現場で

実際に活用してもらうためには、単に配布するだ

けでなく、医療機関への浸透と継続的な活用を促

進するための工夫が不可欠である。たとえば、都

道府県や拠点的医療機関による配布のほか、説明

会の開催、外国人患者受入協議会等の場を活用し

た情報共有の機会を設けることが有効と考えられ

る。 さらに、外国人医療コーディネーターや医

療通訳者の育成研修等において、本ガイドブック

を教材として活用し、内容の定着とともに情報の

継続的アップデートを図ることも重要である。 

こうした取り組みを通じて、本ガイドブックが

各地域の実情に即した外国人患者受入体制の整備

を後押しし、医療提供体制全体の実効性向上に資

することが期待されるものと考えらえれる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、外国人患者の効果的な受入環境整

備の在り方を明らかにすることを目的として、1～

2 年目の研究成果を踏まえたうえで、最終年度と

なる本年度には、以下の 3 つの調査・取り組みを

実施した。すなわち、外国人患者の受入れにおい

て医療機関のみならず都道府県の果たす役割が極

めて重要であるとの観点から、①「全国 47 都道府

県における外国人患者受入れ体制整備の取組状況

に関するアンケート調査」を実施し、今後の日本

における制度設計の検討に資する知見を収集する

目的で、前年度に引き続き②「外国人旅行者に対

する民間医療保険加入義務化に関する国際動向調

査」を行った。さらにこれまでの研究成果を踏ま

え、医療機関が訪日外国人患者を円滑に受け入れ

るために必要な知識や留意点を体系的に整理した

③「医療機関のための訪日外国人患者受入れ入門

ガイドブック」の作成に取り組んだ。 

 その結果、まず「全国 47 都道府県における外国

人医療施策の取組状況に関するアンケート調査」

では、拠点的医療機関の選定状況や協議会の設

置・運営状況、未収金補填策の有無、さらには地

域の実情に即した支援施策において、都道府県間

で大きな差異があることが明らかになった。その

背景には、医療機関等のニーズ把握の不足、施策

化のための手法や先行事例に関する情報源の欠如、

人的・財政的資源の制約、協議会等における柔軟

な運営ノウハウの不足など、複合的な課題が存在

した。こうした点を踏まえ、今後は、①「地方自

治体のための外国人患者受入環境整備マニュアル」

の実務的改訂と拡充、②好事例の共有や都道府県

間の相互学習を促進する仕組みの構築、③国によ

る制度設計支援と役割分担の明確化が求められる。 

 次に、「外国人旅行者に対する民間医療保険加

入義務化に関する国際動向調査」では、複数の

国・地域において医療保険の加入義務化が導入さ

れていることが確認されたものの、その制度運用

の形態には多様性が見られた。共通点としては、

補償内容に一定の基準を設けること、信頼性の高

い保険会社を指定すること、自動付帯や電子ビザ

連携などによって制度の確実性・効率性を担保し

ている点が挙げられる。こうした制度は、医療機

関にとっての未収金リスク軽減のみならず、旅行

者が安心して医療を受けられる環境整備にも資す

る。一方で、日本で制度を導入するにあたっては、

事務負担や費用負担といった現実的な課題も想定

される。そのため、今後は他国の取り組みを十分

に参考にしつつ、日本の実情に即した制度設計を

丁寧に検討していく必要があると考えられる。 

 最後に、「医療機関のための訪日外国人患者受

入れ入門ガイドブック」は、医療現場における実
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践的な対応の参考となるよう、訪日外国人患者の

特徴や受入体制整備の要点を体系的にまとめたも

のである。今後このガイドブックを現場で有効に

活用してもらうためには、都道府県や拠点医療機

関、外国人患者受入協議会等を通じた周知の促進

に加え、外国人医療コーディネーターや医療通訳

者の育成等の研修において本書を教材として活用

し、情報のアップデートと実践的知識の定着を図

ることが効果的である。こうした多角的な展開に

より、本ガイドブックが各地域における受入体制

整備の実効性を高めるツールとして活用されるこ

とが期待される。 
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【全国 47都道府県における外国人患者受入れ体制整備の取組状況に関するアンケート調査】 

 
表１ 2024 年６月 30 日末時点の拠点的な医療機関等の都道府県別医療機関数 

都道府県 カテゴリ―1 カテゴリ―2 その他 都道府県 カテゴリ―1 カテゴリ―2 その他 

北海道 11 41 0 滋賀県 9 13 0 

青森県 4 3 0 京都府 2 27 0 

岩手県 11 6 0 大阪府 6 28 94 

宮城県 5 8 0 兵庫県 5 22 0 

秋田県 5 33 0 奈良県 10 55 不明 

山形県 8 13 12 和歌山県 1 6 2 

福島県 3 2 6 鳥取県 16 19 53 

茨城県 22 79 0 島根県 10 45 0 

栃木県 15 19 0 岡山県 10 13   不明 

群馬県 3 45 0 広島県 8 18 0 

埼玉県 25 33 20 山口県 8 24 0 

千葉県 15 34 0 徳島県 6 5 50 

東京都 34 244 0 香川県 13 80 0 

神奈川県 27 55 不明 愛媛県 4 9 7 

新潟県 10 15 0 高知県 3 9 2 

富山県 7 15 18 福岡県 24 23 0 

石川県 10 12 19 佐賀県 1 4 0 

福井県 2 8 27 長崎県 16 17 0 

山梨県 15 49 0 熊本県 15 23 9 

長野県 14 20 0 大分県 3 13 0 

岐阜県 10 41 0 宮崎県 7 4 不明 

静岡県 1 33 0 鹿児島県 18 52 0 

愛知県 12 48 0 沖縄県 11 5 0 

三重県 20 90 0 合計 495 1460 319 

 
 

図１ 公募の実施状況   

                          （単位：都道府県数） 
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図２ 周知活動（複数回答） 

    
（単位：都道府県数） 

 

 
表２ 申請を募る際に苦労している点 

類型 意見 

①医療機関の負担感 ・医療機関側としては、外国人患者の受入れ医療機関リストに登録されることで外国人患

者が殺到し、通常の診療に支障をきたすのではないか、という懸念の声がしばしばあ

る。 

②制度の分かりにくさ ・「拠点的な医療機関」と「適格な医療機関」が双方存在することについて、内外に説明

する際に非常に苦慮している。 

③医療機関の応募意欲・対

応体制の不足 

・初回公募時、県庁ＨＰでの募集としたが、医療機関からの応募が少なかったため、主た

る医療機関に個別に依頼に回った経緯あり。個別依頼をもっても、体制が整っていない

などの理由からリスト掲載を辞退される医療機関もあり、現時点で拠点となる医療機関

が登録されていない二次医療圏が残っている状況。 

④事務手続き上の負担 ・申請医療機関に提出してもらう書類に不備が多く、修正依頼を行うのが大変である。 

・公募の際に県内の全医療機関に対し文書により周知しているが、その郵送作業に相当な

時間がかかっている 

 

 

図３ 現在の拠点的な医療機関等の適切な数の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：都道府県数） 
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確保できていると思う

どちらかというと確保できていると思う
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確保できていないと思う

わからない

その他 n＝47 

0(0.0%)

0(0.0%)

3(6.4%)

19(40.4%)

20(42.6%)

32(68.0%)
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不明

その他

周知活動なし

都道府県ホームページへの掲載

都道府県医師会等の医療団体への周知

都道府県内の医療機関への個別の周知
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図４ 今後の拠点的な医療機関等の数の拡充の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：都道府県数） 

 

 

図５ 拠点的な医療機関等に対する支援・研究の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：都道府県数） 

 

 

 

表３ 拠点的な医療機関に選定された医療機関を対象とした支援や研修等の実施の有無 

No. 
都道 

府県 
医療機関を対象とした研修・支援の内容 

1 A 
拠点的な医療機関に登録されている医療機関を対象に、電話医療通訳サービス事業を実施。また、当

該事業にかかる説明会、研修会を年１回開催している。 

2 B 通訳機能を備えたタブレット端末の整備に対し補助を実施している（R 元年度）。 

3 C 
県独自の「外国人患者受入環境整備事業費補助金」により、医療通訳者の雇用に係る人件費や、医療

通訳サービス等の導入に係る経費などを補助する支援を行っている。 

 

 

 

 

 

 

19(40.4%)

10(21.3%)

16(34.0%)

2（4.3%）

0 5 10 15 20

増やす必要がある

増やす必要はない

わからない

その他 n＝47 

8(17.0%)

38(80.9%)

1(2.1%)

0 5 10 15 20 25 30 35 40

行っている

行っていない

わからない
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表４ 国への要望 

類型 意見 

①制度の明確化・定義の統

一に関する要望 

・拠点的な医療機関」を選出したいのか、「受入可能な医療機関」を把握したいのか、国

の目的を明確にしていただきたい。 

・「拠点的な医療機関」と「適格な医療機関」が双方存在する点について議論いただき、

いずれかに統一するなど、分かりやすい制度にしていただきたい。 

②調査と情報共有に関する

要望 

・毎年実施されている調査について、医療機関の課題が把握できるような内容とし、補助

制度等の周知に活かしたい。 

・厚労省の外国人患者受入に係る実態調査について、都道府県ごと・医療機関ごとの調査

結果を共有していただきたい。 

③公開情報の検索性の向上

に関する要望 

・医療情報ネットで外国語でも検索でき、各医療機関の対応言語が分かるようにしていた

だきたい。 

④拠点医療機関の支援に関

する要望 

・拠点的な医療機関になるためのインセンティブを設けてほしい。 

・外国人も日本人と同様に必要な医療が 24 時間 365 日受けられるよう国の積極的な環境整

備をお願いしたい。 

・単なるリスト更新作業を都道府県に委ねるのではなく、日本医師会等への働きかけを通

じた抜本的見直しを求めたい。 

 

 

図６ 協議会の設置状況 

（単位：都道府県数） 

 

表５ 協議会の概要 

都道

府県 
実施状況 

A 
平成 30 年設置。以後毎年 1 回程度開催。外国人患者の受入れ体制に関する現状の報告と課題の共有、今後の施

策の方向性についての協議等を行う。 

B 
令和 3 年設置。令和 2 年度、3 年度、6 年度にそれぞれ 1 回開催。拠点医療機関が不足している地域に対する周

知・登録依頼や、外国人医療をとりまく現状・課題について把握・検討を行う。 

C 令和元年度に初回実施したが、それ以降は開催していない。 

D 
令和 3 年設置。令和 2 年度に 1 回開催。外国人患者を受け入れる医療機関の整備や外国人患者の受入れに係る課

題、関係機関の連携強化、その他必要な事項について検討を行う。 

E 令和元年度に初回実施したが、それ以降は開催していない。 

F 
平成 30 年設置。平成 30 年度に初回実施しその後開催はなかったが、令和 6 年度に 1 回開催した。これまでの取

り組みや訪日外客数の状況の確認、各団体による取り組みや課題等について検討を行う。 

10(21.3%)

2(4.3%)

33(70.1%)

2(4.3%)

0 5 10 15 20 25 30 35

設置している

設置に向けた検討・準備中である

設置していない

わからない n＝47 
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G 
平成 31 年設置。年に 1 回程度開催。外国人患者へ提供する医療について、関係者間の連携強化、実態把握、情

報発信に関する事項、）その他、外国人患者へ提供する医療の対策に関する事項について検討を行う。 

H 
令和元年 9月開催。県内在留・訪日外国人の状況、県の外国人患者対応への取組の共有のほか、参画団体による

外国人患者対応の状況と課題の共有、意見交換を行う。 

I 

平成 31 年設置。地域の外国人患者受入れに関する課題の整理及び課題に対する対応方針の策定のほか、外国人

患者の受入体制の実態把握・分析および地域固有の課題やニーズ等の把握、その他必要な事項について検討を

行う。 

J 令和元年度に初回実施したが、それ以降は開催していない。 

 

 

表６ 協議会を設置または未検討の理由  

類型 意見 

①既存の他制

度・会議体等

で対応 

・必要に応じて救急などの各種協議会の中で協議を行うことが可能と思われるため 

・県国際協会が開催する外国人相談支援によるネットワーク会議の構成員となっており、必要に応じて

外国人患者の受入に関しても協議しているため。 

・他の協議の場で外国人患者の受入れに関する情報を共有している。 

・関連する協議会等において議論できる場がある他、関係する課とも随時情報共有しているため。 

・国際交流等を地域レベルで推進する県内公益財団法人において、県内に居住又は滞在する外国人の生

活等支援に関与する関係機関・団体で構成する「徳島県外国人相談支援ネットワーク会議」を設置

しているため。 

・医師会や関係部著との協議等により対応しているため。 

・県内在住の外国人の生活支援について協議する場は別にあり、新たな協議会設置の要望もないため。 

・各地域で関係団体や関係機関からなる地域での意見交換等を開催し、各取り組みや課題等について、

協議している。 

・他の協議の場で外国人患者の受入れに関する情報を共有している。 

・関連する協議会等において議論できる場がある他、関係する課とも随時情報共有しているため。 

②要望・必要

性の欠如 

・特に要望があっていないから 

・関係団体から設置を求められていないため。 

・特に必要性を感じないため。 

・県内医療機関より外国人患者の受け入れに関する課題や苦慮している声、要望等がなく、現時点では

設置の意義が少ないと認識しているため。 

・地域から特に要望がないため。 

・関係団体からの要望がなく、費用対効果も見込めないため 

・病院へのヒアリングにより需要が高くないことが確認できたため。 

③新型コロナ

の影響などに

よる設置の延

期・中断 

・令和元年度までは、医師会主導で連絡会議を開催していたが、新型コロナ対応等で中断し、そのまま

になっている。 

・協議会設置の有無を含め検討する予定であったが、新型コロナウイルス感染症等の影響により延期と

なり、現在に至る。 

・新型コロナウイルス感染症流行により実施しなかった。 

④他施策内で

包括的に対応

中 

・外国人労働者の受入に関する検討会が設置され、医療に限らず全般的な課題等について議論されてい

るため。 

・最初の公募の際に関係者間での協議を行っているが、その後、公募を行っていないため 

⑤リソース不

足 

・担当課内で職員の人的配置に余裕がないため。 

・財源・人員の不足 
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表７ 国への要望 

類型 意見 

①他県事例の

共有・参考情

報の提供 

・他県での事例（協議会の設置に向けた調整事項等）をご紹介いただきたい。 

②全国統一シ

ステムによる

対応 

・各都道府県では、既に各県国際交流協会などで外国人に対する医療相談を行っている事例もあること

から、新たに協議会を設置するのではなく、全国どこにいても、外国人の方が不自由なく必要な医

療サービスが受けられるよう、全国統一システムの「医療情報ネット」での一元管理などで対応す

べきと考えます。 

・協議会の設置運営を必須とする場合には、設置・運営に係る委託費の全額補助などが必要と考えま

す。（外国人の方も、日本人同様、どこの地域でも住む可能性があるため、国による一元管理シス

テム等による情報提供が効果的、効率的と考えます。）" 

③協議会以外

の柔軟な対応

の許容 

・医療機関の外国人患者受入れ環境整備を促進するための周知・広報に係る取組について、協議会の設

置・運営を前提とした事業から切り離し独立した事業とすることで、各都道府県が地域の実情に応

じて柔軟に取り組むことができるよう変更をお願いしたい。 

 

 

図７ 外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：都道府県数） 
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表８ 外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置の概要 

No. 

都

道 

府

県 

名称 概要 補填内容 

1 A 

救急医療未回収

医療費補てん補

助金 

救急告示医療機関及び救

急医療協力医療機関に対

し、救急患者の診療に当

たって生じた未回収医療

費の全部又は一部を、予

算の範囲内で補助する。 

回収に相当な努力をしたにもかかわらず、初診日から１年

を経過してもなお回収することができず、かつ将来も回収

できる見込みがなく、初診日から起算して７日以内に係る

医療費のみが対象。補助金は、未回収医療費１件あたり８

００,０００円を上限とする。ただし、救命救急センター

が診療した在日外国人に係る未回収医療費については、１

件あたり２００,０００円を上限とする。  

2 B 
外国人未払医療

費補助金 

不慮の傷病等により緊急

的な医療が必要な外国人

に対し入院診療を行った

場合において、当該外国

人に係る未払の医療費の

一部を助成することによ

り、医療機関の負担を軽

減し、もって救急医療制

度の円滑な運営を確保す

る。 

救急病院若しくは救急診療所又は救急医療対策事業実施要

綱規定する在宅当番医制に参加している医療機関に入院

し、診療を受けた外国人(日本国籍を有しない者で、県内

に居住し、公的医療保険又は公的医療扶助の適用を受けな

いものをいう。)に係る医療に要する費用のうち、医療機

関が回収の努力をしたにもかかわらず、その全部又は一部

が診療の日から 1 年以内に収入することができないものが

対象。額については知事が別途定める。 

3 C 
外国人未払医療

費対策制度 

緊急的に公的医療保険未

加入の外国人を診療し、

１年間回収努力を行った

にもかかわらず診療に要

した医療費を回収できな

い医療機関に対し、（公

財）県観光物産国際協会

がその医療費の一部を補

填する事業に対し県が補

助する制度 

「救命救急センター」における緊急的な治療で、１か月当

たり、１人につき２０万円を超える未払い医療費に対して

補助を行う。 

4 D 

外国人未払医療

費対策事業補助

金 

救急医療体制の円滑な運

営に資するため、医療費

等の負担能力に欠ける外

国人に係る救急医療に関

し、県内の医療機関にお

いて発生した医療費等の

未収金について、予算の

範囲内で補助金を交付す

る。 

外国人（日本国籍を有しない者で、県内に居所等を有し、

医療機関において救急医療による治療を受けた傷病者のう

ち、本人の責務により医療費等を支払えない者）の救急医

療に係る医療費等のうち、原因が当該医療機関の責によら

ないもので、回収に相当な努力をしたにもかかわらず１年

以上経過したものを対象とする。 

5 E 
外国人救急医療

費対策補助金 

救急医療で受け入れた医

療機関が、回収努力を行

ったが、やむを得ず未収

金となった外国人患者。 

損失の原因が医療機関の責によらないもので、回収に相当

な努力をしたにもかかわらず生じた損失医療費に対して補

助。補助基準額は、次の各号により積算した診療報酬に相

当する額及び入院時食事療養費に係る食事療養の費用に相

当する額の合計額から１件あたり １０万円を控除し、２

／３を乗じてから１万円未満の端数を切り捨てた額とす

る。  
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6 F 
外国人未払医療

費補てん事業 

外国人未払医療費に係る

医療機関の負担の軽減を

図るとともに、外国人の

不慮の傷病に対応する緊

急的な医療の確保に資す

ることを目的とする。 

都道府県内の全保険医療機関が対象。外国人のうち、都内

に居住し、又は勤務する者で、公的医療保険が適用されな

いもの、又は公的医療扶助の給付を受けないものが対象

（例：オーバーステイや不法入国等の外国人）。旅行者や

出張で来日した者は対象外。療機関の回収努力にもかかわ

らず未収となっている医療費を補てんの対象とし、当該年

度に補てんする医療費は、前年度の診療で未収となった

分。同一医療機関同一患者で 200 万円を上限とする。 

7 G 
外国籍県民対策

費補助金 

相当の回収の努力をした

にもかかわらず弁済が行

われない損失医療費（未

収金）のうち、市町村が

補助する医療費の未収金

の一部を県が補助する。 

救急医療機関において発生した在日外国人に係る前年度の

医療費未収金相当額に対して補助を行う。補助先は市町

村。補助率 1/2。 

8 H 

救急緊急医療費

損失補てん事業

補助金  

医療機関における救急医

療の円滑な提供に資する

ため、救急医療を必要と

する患者に対して県内の

医療機関が医 療を提供し

た結果、未収となった医

療費に対して補助（補て

ん）する。 

平成 25 年度から、救急緊急医療費損失補てん事業に外国

籍県民救急医療確保対策事業を統合・整理し、制度の 充

実を図っている。  

9 I 
外国人観光客医

療費補助 

救急医療を受ける必要が

生じ、かつ高額な医療費

が発生した外国人観光客

の未収金が生じている医

療機関に対し、寄付金を

財源として一定の医療費

補助を行う。 

沖縄県を訪問中に急病や怪我等により緊急に県内医療機関

で医療を受けた外国人観光客で、高額な医療費が発生し、

未収金が生じている場合が対象。 

 

 

表９ 外国人患者関連の医療機関向け未収金補填措置を導入する上での障壁 

項目 自由回答 

①財源・予算の

確保困難 

・財源の不足・確保困難（6 自治体） 

・補填措置制度の事業費（予算）の捻出、対象とする事例の要件の設定（基準）。 

・財源や制度の周知等が課題。 

・県負担が発生する場合、厳しい県財政の中で公金を支出することが困難。 

②ニーズ・実態

の把握不足 

・まずは、現状把握（どれくらい未収金があるか等）から始める必要がある。 

・県内の医療機関において補填制度活用のニーズがあるかがわからない。 

・具体的事例を把握しておらず不明。 

③制度設計の難

しさ・未検討 

・どの時点で「未収金」と見なし補填措置の対象とするか、補填の対象額、上限額や補助率など、基

準の設定が難しいと思われる。 

・補填措置に必要な予算や回収見込み等を精査した上で実施する必要があると考えている。 

・検討段階に至っていない。 

・現段階で検討していない。 

・具体的な導入の検討に至っていない。 

④補填対象の妥

当性に関する懸

念 

・外国人患者のみを県で補填する理由の整理が困難。 

・訪日外国人等の住所を有しない外国人の個人の債務補填に公費（県費）を充てることができるのか

判断が難しい。 

・外国人患者に係る未収金にのみ補填を行うことの理由が整理しづらい。 

⑤全国的事例の

少なさ 

・全国的に実施している事例が少ないこと。 
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表１０ 国への要望 

項目 自由回答 

①国による制度

創設・補助制度

の整備 

・訪日外国人の誘致は国の施策であることから、国において責任を持って補填措置を策定のうえ運用

いただきたい。 

・病院は「応召義務」があるため、支払能力が不確実な患者でも診療せざるを得ない状況である。こ

れにより発生する損失について、都道府県の補助によるのではなく、国が医療機関に対して補填す

べきと考える。 

・年々、申請数、申請額が増加している。国庫補助の検討を頂けるとありがたい。 

・補填経費に対する国庫補助等の創設 

・セーフティーネットとして国において補填制度等の対策を行われたい。 

・国庫補助事業の対象とするなど、国において制度設計をお願いしたい。 

・医療費の未収金に対する国よる補填事業の検討や医療費のクレジット決済促進のために決済手数料

に対する補助に係る財源措置等。 

・健康保険未加入者の医療費不払いは、医療機関の経営を圧迫し、医療提供体制にも影響を与えてい

ることを踏まえ、医療費負担能力に欠ける外国籍県民救済のため、国において新たな制度を創設し

ていただきたいです。 

・外国人患者の未収金は 全国的な問題であるので、国において考え方を整理していただきたい 

②補助制度の対

象拡大（救命救

急センター以外

の医療機関を含

む） 

・外国人患者関連の未収金補填にあたる国の措置は、医療提供体制推進事業費補助金内の救命救急セ

ンター運営事業における基準額加算のみであるため、未収金を直接補助でき、救命救急センター以

外も補助対象となる制度を希望する。 

・救命救急センター以外の医療機関における未払医療費については国の補助制度がないため、県が独

自事業で市町村とともに一部を助成しているが、本来は外国人の在留管理を行っている国が主体的

に取り組む問題である。 

③国による広域

的・包括的対応 

・外国人は都道府県を越え広域的に移動することも多いことから、旅行者も含めた外国人患者の未収

金対応、医療通訳の育成・確保、海外への適切な情報発信等を国の責任において進めてもらいた

い。 

・本来的には、医療保険の適用のない外国人の医療費を始め、外国人を受け入れることに伴う様々な

課題については、総合的な観点から国が主体的に対応すべきものであるため、全国知事会議、全国

衛生部長会、都道府県国際交流推進協議会などを通じて、救命救急センターに限定しない医療機関

支援制度の構築や、国による主体的な取組を要望している。 

④制度の全国一

律運用 

・都道府県の事業としてではなく、国の事業としてワンストップ相談窓口を利用するなどし、全国一

律の要件で対応いただきたい。 

 

 

図８ 外国人患者の受入れ体制整備に関するマニュアルの活用の有無 

 

（単位：都道府県数） 
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図１１ マニュアルを活用した具体的な取り組み 

項目 自由回答 

①通訳体制や機

器整備への補

助・支援 

・補助金の交付（通訳機能を備えたタブレット端末の整備に対し補助を実施（R 元））、また、県

医療通訳コールセンターの設置など。 

・救急ボイストラの導入 ・翻訳機器等の導入支援 ・多言語対応可能な院内案内（タッチパネル式

ディスプレイ等）の設置補助 

②マニュアルを

参照した協議会

等での活用 

・地域における協議会の設置・運営 

・行政機関、医療機関に加え、関係機関を集めた協議会を設置し、議題について当該マニュアルを

参考にしている。 

③マニュアル記

載内容に沿った

施策の継続・拡

充 

・マニュアル策定の令和元年度以前から、マニュアルに記載のあるような取組みも含め様々な取組

みを実施している。引き続き、独自の実情を踏まえ、本マニュアルも参考にしながら、外国人医

療に関する取組みを推進していく。（外国人患者を受け入れる医療機関リストの取りまとめと更

新、外国人患者受入に関する研修、情報提供、医療機関における外国人患者対応支援研修、医療

機関向け外国人患者対応支援ポータルサイト、外国人患者受入に向けた設備設置と更新、東京都

外国人患者受入れ体制整備支援事業、外国人未払医療費補てん事務、医療機関向け救急通訳サー

ビス） 

④意識啓発・研

修 

・国際交流財団等を通じて、先進事例にかかるセミナーを開催するなど医療従事者の意識啓発を行

った。 

・医師会、病院協会へのマニュアル周知 

⑤多機能的な支

援拠点の整備 

・県内に国際サポート医療センターを設置し、①医療通訳ボランティア派遣、②医療に関する外国

語対応コールセンター、③医療機関向けワンストップ相談窓口の事業を実施している。 
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表１２ マニュアルに沿った取り組みが行われていない理由 

類型 自由回答 

①要望・課題の

不在／優先度の

低さ 

・関係団体からの要望がなく、費用対効果も見込めないため 

・医療機関等が外国人患者を受け入れるにあたってのインセンティブがないため 

・本県においては、これまで課題等が表面化しておらず必要性が無かったため。 

・既に一定の体制整備が進んでいるため。" 

・明確な課題が発生していないため。 

・本県独自で取り組むには人員や予算を確保する必要があるが、国における外国人患者受入体制整

備に係る各種支援事業を各医療機関に周知しており、現時点ではそれ以上の必要性がない。 

・検討段階に至っていない。 

②現状・ニーズ

の把握不足 

・県内の医療機関が、現状何に困っているか、そもそも困っているのか把握できていないため 

・具体的なニーズを把握していないため。 

・外国人患者の受け入れ状況及び医療機関からのニーズが把握できていないため。 

③人員・体制の

不足 

・担当課内で職員の人的配置に余裕がないため。 

・人員が限られているほか、他に優先すべき差し迫った課題（業務）があるため 

④関係機関との

調整・役割分担

の難しさ 

・関係部局が医療だけでなく観光・地域振興など横断的であり、取り組みが進んでいない。 

 

⑤準備中・今後

の検討事項 

・現在、協議会設置に向けて準備しており、具体には協議会設置後検討していくため。 

 

表１３ 都道府県において実施している在留外国人・訪日外国人の医療ニーズに対応するための取り組み状況 

類型 自由回答 

①医療通訳関連

（通訳コールセ

ンター、派遣、

育成等） 

・医療相談における多言語電話通訳コールセンターの設置 

・電話医療通訳サービス事業を実施している。 

・県医療通訳コールセンターの設置(5) 

・医療通訳ボランティア養成・派遣を実施 

・外国人観光客を対象とした医療通訳コールセンターを設置している。 

・医療通訳派遣システム事業を実施している。 

・医療機関向け救急通訳サービス 

・医療機関のニーズに対応した言語支援を実施 

②多言語情報提

供・相談窓口の

設置 

・県多文化共生相談センターの設置 

・医療を含めた生活上必要となる情報を、県多言語情報提供ホームページで提供 

・外国人相談サポートセンターで 11 言語に対応 

・国際交流センターにおいて、多言語での相談窓口の設置や通訳サービスを行っている 

・多言語による情報支援を行うセンターを設置している。 

③医療機関に関

する情報提供・

リスト整備・HP

公開 

・医療機関で使用する外国人向け多言語説明資料等を HP に掲載 

・外国人患者を受け入れる医療機関リストの取りまとめと更新 

・医療機関向け外国人患者対応支援ポータルサイト 

・外国語情報提供 

・観光パンフレットで医療情報案内 

④体制整備支援

（補助・整備・

研修など） 

・医療機関における外国人患者対応支援研修 

・補助金の交付（通訳機能を備えたタブレット端末の整備等） 

・外国人患者受入れ医療機関の整備 

・医療通訳の育成とモデル配置の推進（三重） 

・医療機関に外国語対応設備の導入支援 

・医師会、病院協会へのマニュアル周知 

・外国人患者の受入れ体制整備事業（地域連携、会議の開催等） 
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表１４ その他の意見や課題、国への要望 

項目 自由回答 

①ワンストップ

相談窓口の強

化・全国整備 

・ワンストップ相談窓口について、平日の日中は都道府県で実施し、夜間・休日は厚労省事業となっ

ているが、平日の日中についても、一律に国で窓口を設置してほしい。 

・外国人患者受入れに係る医療機関向け相談窓口について、国は「夜間・休日ワンストップ窓口」を

設置しており、県では国が対応していない平日・日中の相談窓口を開設しているが利用は低調であ

る。外国人患者を受入れに係る問題は全国的なものであり、窓口を集約化した方が、効率的かつ相

談事例・ノウハウも蓄積すると思われるため国において 24 時間 365 日の対応を検討していただき

たい。 

・本県で、地域における外国人患者受入れ体制整備等を協議する場として設置している会議におい

て、委員から国の設置する夜間・休日ワンストップ窓口では日本の医療機関からの相談しか受けら

れないが、医療機関にとってみれば、結局、外国人の方に説明をしなければならないことから「ワ

ンストップ」になってないため、外国人からの相談も受けられる多言語対応が可能な窓口が必要と

いう意見や、お金の問題も対応できるような窓口を求める意見がありました。また、マイナ保険証

について、健康保険証が廃止になった際も外国人が通常の保険診療を円滑に受けることができるよ

うな手立てを検討してほしいという意見がありました。いずれも県のみで解決できる課題ではない

ことから、国において、ご検討いただければと思います。 

②国による体制

整備・財政支援 

・本自治体では以下の事項を令和 6 年 6 月に国に要望している。 

①外国人が症状に応じ安心して医療機関を受診できるよう、国の責任において、日本の医療制度

や外国人旅行者向け旅行保険の周知等、医療情報提供の充実に向けた取組を進めるとともに、医

療機関の未収金対応や医療通訳の育成・確保の取組を推進すること。特に希少言語に対応した遠

隔通訳サービスについては、医療機関が利用しやすい利用料金を設定すること。 

②地域の医療機関・関係機関等が連携して進める外国人患者受入体制の整備等に係る取組に対

し、十分な財政措置を講じること。 

③全国的な取組を行うに当たっては、地方自治体等の意見を踏まえるとともに、地域の実情に応

じた取組となるよう、国において基本的な制度設計を行うこと。 

・国が外国人観光客、在留外国人に対する医療・介護・福祉等に一元的に対応可能な多言語通訳コー

ルセンター等の設置してほしい（各自治体が個別に設置するより運用・費用 

③ナビイ（医療

情報ネット）等

を通じた情報提

供の充実 

・令和６年４月１日より、厚生労働省の統一システム、医療情報ネット（ナビイ）により、都道府県

の任意の外国語に対応している医療機関を検索できるようになった。HP の表記も多言語に対応し

ており、また、医療機能情報提供制度により、随時情報が更新されているため、外国人に対してよ

り広く周知したいと考えている。 

④医療費未収

金・クレジット

決済等への支援 

・医療費の未収金に対する国による補填事業の検討や医療費のクレジット決済促進のために決済手数

料に対する補助に係る財源措置等 
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表１５ 他の国・地域における外国人訪問者に対する民間医療保険の義務化の概要 

No. 国・地域 対象者 概要 

１ シェンゲン協

定加盟国 29 か

国（ドイツ、

フランス、イ

タリア、オラ

ンダ、スペイ

ン、オースト

リア、ベルギ

ー、スイス、

ポルトガル、

フ ィ ン ラ ン

ド、ギリシャ 

他） 

各国の「短期滞在」ビザ申

請者（短期滞在とは、加盟

国の領域内において、連続

または複数回の滞在を通じ

て、180日間のうち通算 90日

を超えない滞在を意味す

る。） 

＜保険内容の確認方法＞ 

・ビザ申請時に保険証書等を提出しなければならない。  

＜条件＞ 

・補償内容は以下の内容をカバーするものでなければならない。 

 ①滞在期間中を補償する 30,000 ユーロ以上。 

 ②緊急治療（urgent medical attention)  

 ③緊急入院治療(emergency hospital treatment) 

 ④現地で亡くなった場合の本国への遺体搬送にかかる費用 

・クレジットカード付帯の海外旅行保険でも上記 3 点を補償するものであれば構わない。 

＜その他＞ 

・加盟国によっては、対象国ごとに推奨・承認保険会社リストを公表することによって、保険会社に一定

の制限を設けている。 

・ビザコード第 43 条および第 44 条においては、加盟国がビザ申請の受理業務を民間事業者（ビザ申請受

理代行事業者）に委託することが認められており、現在では VFS Global、 TLScontact、 BLS 

International などの大手事業者が、各国の大使館・領事館と提携して申請受付業務を担っている。こ

れらの事業者は、ビザ申請書類の初期審査、バイオメトリクス取得支援、手数料の徴収に加えて、旅行

医療保険に関する案内・販売支援や、保険証明書の事前確認などの関連業務も行っている。 

 

２ キューバ 入国する全ての外国人（海

外在住のキューバ人も含

む、但し永住者、外交官、

国際機関の代表者は除く） 

＜保険内容の確認方法＞ 

・入国の際、有効な医療保険に加入していることを証明しなければならない。 

＜条件＞ 

・保険内容は政府の定める要件を満たすなければならない。 

 ①医療緊急時の治療費用（病気や怪我による治療、入院、手術等） 

②緊急医療搬送および遺体の本国送還。 

③COVID-19 関連の治療費用等を含むもの、等。 

＜その他＞ 

・国際保険会社からの購入可能、但し、米国等の保険商品は不可。 

・一部の航空会社（米国等）はキューバの医療保険の費用を航空券代に含めており、この場合は搭乗券が

保険証書として機能する。 

・何らかの理由で事前に旅行医療保険に加入できなかった場合、または購入した旅行医療保険がキューバ

の医療補償要件を満たしていない場合は、入国時に ASISTUR SA が提供する公式キューバ旅行医療保険に

加入しなければならない。 

・医療費が未払いの場合、出国時に空港で支払い完了が確認されるまで出国を一時的に制限されることが

ある 
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３ カタール すべての入国ビザ（観光・

ビジネス・家族訪問・イベ

ント参加・その他の短期滞

在ビザ）の取得が必要な外

国人訪問者（但し、トラン

ジットや一時入国旅行者、

30 日未満の者は除く） 

＜保険内容の確認方法＞ 

・ビザ申請時に強制医療保険（Mandatory Health Insurance Scheme）の保険証書等を提出しなければなら

ない。または、入国時に有効な医療保険に加入していることを証明しなければならない。 

＜条件＞ 

・保健省に登録されている国内保険会社および保健省が承認した国際保険会社からのみ購入が可能（保健

省→登録保険会社および適用保険会社へのリンクあり） 

・保険料は月額 QAR50。なお、保険会社が定める追加保険料を支払うことで、訪問者は必要に応じて追加

の補償を購入することができる。 

＜その他＞ 

・強制医療保険で補償されるのは、①緊急医療（保険期間中、カタール国内において最高 QAR150,000 ま

で）、35,000QAR を上限とする緊急医療援助（医療搬送及び緊急救急車搬送）、③COVID-19 の治療及び

隔離に関する費用、等。 

 

４ サウジアラビ

ア 

すべての訪問ビザ（観光・

ビジネス・家族訪問・ウム

ラ巡礼・個人訪問・トラン

ジット）申請者 

＜観光・ウラム巡礼・トランジットビザの場合＞ 

・医療保険がビザ申請プロセスの一環として自動的に付帯される。 

・保険は、サウジアラビアの健康保険評議会（Council of Health Insurance, CHI）によって承認された

保険会社から提供され、ビザ有効期間中の以下の費用を補償する。 

①緊急医療費用：最大 100,000 サウジアラビア・リヤル（約 26,000 米ドル）  

 ②入院、診断、治療費用：緊急時の入院や診断、治療にかかる費用 

  ③緊急医療搬送：必要に応じて、適切な医療施設への緊急搬送費用 

 ④遺体の本国送還：最大 10,000 サウジアラビア・リヤル 

・保険の適用を受けるためには、指定されたネットワーク医療機関を利用する必要がある。 

・入国時や医療機関で保険の提示が求められる場合がある。 

 

＜ビジネス・家族訪問・個人訪問ビザの場合＞ 

・ビザ申請時に、サウジアラビア政府が認可した保険会社から医療保険に加入しなければならない。 

・ビザ申請時に医療保険の証明書を提出することが求められる。 

・補償内容は上記と同様。 

・保険の適用を受けるためには、指定されたネットワーク医療機関を利用する必要がある。 

 

＜その他＞ 

・訪問者向けの医療保険の詳細については、「Visitor Policy」（Visitor Policy Approved in Session 

No. 99, Dated 21/7/1436 AH）に規定されている。 
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５ ドバイ 観光ビザ（30 日・60 日・90

日）及び長期観光ビザの申

請者 

＜観光ビザの場合＞ 

・ UAE 政府の公式オンライン申請ポータル（ICP Smart Services を利用して、観光ビザの申請をする際

に、必要な医療保険料を支払うことで、医療保険が付帯される（費用：30 日ビザ AED 40、60 日ビザ AED 

60 90 日ビザ AED 90）。 

・補償範囲は、現地での緊急医療・入院・医療搬送・遺体搬送費用。 

・上記の補償範囲は必要最低限（緊急医療中心）なので、追加の保険を希望する場合には、ビザ申請画面

にて医療保険のオプションが自動表示（ICP と提携する保険会社が提示）されるので、その場で希望す

る追加保険プランを選択することも可能。 

・ドバイ政府が認可した旅行代理店を通じて観光ビザを申請する際なども、手数料に医療保険料が含まれ

ており、医療保険が自動的に付帯されている場合が多い。 

・事前に保険会社・オンライン保険販売サイトで購入することも可能であるが、その場合には以下の要件

を満たす必要がある。 

 ①最低補償額：AED 150,000～300,000（約 400 万円以上） 

 ②カバー範囲：入院、緊急治療、搬送、死亡時送還 

 ③有効期間：UAE 滞在全体をカバー 

 ※その他、保険証書を英語またはアラビア語で提出するとともに、保険会社名が UAE当局で認可された

ものであることが望ましい。なお、 ICP 申請で「保険が無効」と判断されるとビザ発給が拒否される

リスクがある。 

 

＜長期観光ビザの場合＞ 

・ビザ申請時に医療保険証書を提出しなければならない。 

・医療保険の条件は以下の通りとなっている（2025 年時点）。 

 ①補償最低額：AED 150,000～300,000 以上（約 400～800万円） 

②補償内容：入院・外来・手術・緊急搬送・死亡時の遺体送還 

③期間：最低 1 年有効、かつ「ビザ有効期間中は再加入が可能」な保険 

④言語：保険証書は英語またはアラビア語 

⑤保険会社：UAE 政府（ICP／DHA／DOH）で受理可能な保険会社であること 

・保険の購入手段としては主に以下の２つの方法がある。 

 ①長期観光ビザに対応している UAE 政府認可の保険会社から直接加入 

 ②旅行代理店等で購入（ビザ＋保険のパッケージで用意） 

・UAE 政府認可の保険会社でない場合には、ビザ申請が拒否される場合がある。 

・クレジットカード付帯保険は、「保険証書」の形式や補償範囲が不足しているため不可。 
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別添資料１：全国 47 都道府県における外国人患者受入れ体制整備の取組状況に関するアンケート調査質問紙 
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